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協働のまちづくりの具現化に向けて、市
と市民の役割分担を明確にすること、ま
た職員の意識を研修等を通じて改革し
ていく必要がある。
パートナーシップのまちづくり推進会議
などで、行政側の課題を共有した上で、
これからのまちづくりの手法について協
議し、明文化することも検討する。

茅野市行政経営基本計画

区
分

施策名称 進捗評価
総合評価

改革改善の具体的内容
主な取組内容や成果 課題

1
協働のまちづく
りによる住民自
治の実現

やや遅れている

区・自治会役員の担い手不足、負
担軽減に向けて、先進地視察、実
態調査、またモデル区を募集し、
軽減策の協議を進める準備を整
えることができた。

人口減少・高齢化社会が到来
する中で、協働のまちづくりに
より住民自治を実現するために
は、まちづくりのイメージを共有
し、市、市民の役割分担を明確
にしていくなど、持続可能な仕
組みに変えていく必要がある。

進捗
評価

やや遅れている 説明

コロナ禍による社会変化や少子高齢化の進展は、地域コミュニティのあり方が浮き彫りとなり、これ
までのまちづくりの検証と協議をスタートした。第6次茅野市総合計画は、茅野市総合計画審議会に
おいて答申がされ、令和6年には策定を予定している。シティプロモーションにおいては首都圏等で
の戦略的な情報発信を進めている。行財政改革基本方針に沿った優先改革事項については、一部
施設の廃止等の方向性を示すことができ、また人財育成ビジョンを策定した。しかしながら、財政運
営は非常に厳しく、行財政改革を進めるとともに収入確保に向けた全庁的な取り組みが必須であ
り、達成度を鑑み総体としてはやや遅れているとした。

今後の重点化
施策番号

2

関連市民団体等名称

開催回数

参加延べ人数

関連市民団体等名称

説明
令和6年に策定する第6次茅野市総合計画は、令和10年度までの5か年において、優先すべき重点
施策や事務事業を抽出し、ヒト、モノ、カネ、情報のリソースを効率的かつ効果的に行政経営に活か
していくため重点化とする。

・行財政改革基本方針に基づく
改革項目を、確実に推進してい
く必要がある。
・現在策定を進めている第６次
総合計画においては、施策、事
業の選択と集中を行うととも
に、新しい時代にスピード感を
持って対応し、市民と一緒にま
ちづくりを進める上での旗印に
していく必要がある。

・行財政改革基本方針に基づき定めた
優先改革事項を軸に、市民にも積極的
に情報を開示し、共感を得ながら、庁内
が一体となり行財政改革を進めていく。
・第６次総合計画基本構想で示す目
的、目標達成のために必要な施策、事
業を抽出し、基本計画にまとめ、総合計
画全体を編纂する。

3
持続可能な財
政の確立

やや遅れている

コロナ禍を経て、税収やふるさと
納税が堅調な伸びを見せている。
また、持続可能な財政の確立に向
け、施設使用料や補助金・負担金
の見直しなど行財政改革に取り組
んだ。
なお、多くの指標では目標を達成
することができた。

決算では基金の取崩しを行うこ
とはなかったが、予算では、２
年連続で10億円を超える基金
の繰入れが必要になるなど、非
常に苦しい財政運営となってい
る。今後もしばらくこのような状
況が続くと見込まれ、早ければ
令和８年度末で基金が枯渇す
る恐れがある。

施設使用料の見直しや公共施設の統
廃合をはじめとする行財政改革を進め
るとともに、市の組織や業務の進め方
の見直しなどを含めた行財政構造改革
を全庁一体となって進める必要がある。
そうした改革を進めることで、基金に頼
らない財政運営の実現に努める。

開催回数

参加延べ人数

関連市民団体等名称

開催回数

主な意見 市の考えや対応など

対面のプロモーションを行う際に、マス
メディアへの積極的な情報発信を行い、
取り上げていただく機会を増やしてき
た。対面のプロモーションに来ていただ
き直接PRができれば良いが、そのよう
な人数は限られるため、対面のプロ
モーションをフックに、できるだけ多くの
情報発信を行い、認知度向上を図って
いく。

この計画期間のシティプロモー
ションは主に東京、中期からは名
古屋、後期からは横浜と徐々に大
都市圏を中心に拡大してきた。ブ
ランド調査の結果はほとんど横ば
いだが、継続して実施したい。
Fun!Yatsugatakeは登録者が大幅
に増加し認知度も向上してきてい
る。SNSもフォロワーや登録者は
増加している。

交付金事業は積極的に活用す
るが、交付金事業で大きなPR
ができない場合でも低予算で工
夫したプロモーションにより地
域の魅力度の向上を図る必要
がある。
行政チャンネルの廃止を見据
え市内外へ向けたインターネッ
ト動画番組、SNSの活用の幅を
ひろげていく。

4

戦略的な情報
発信・市民の
声の反映と情
報共有

おおむね順調

2
効率的・効果
的な行政経営
の推進

やや遅れている

・令和４年７月に行財政改革基本方針
を策定し、行政経営基本計画の体系や
棚卸の流れを継承しながら、より強力
に行財政改革を進める仕組みと体制を
構築した。
・第５次総合計画策定後、コロナ禍を
はじめとする社会情勢の大きな変化に
より、市の財政状況が年々硬直化、脆
弱化する中で、行政評価や棚卸などの
実施を通じて、少しずつ行財政改革に
対する職員の意識変革を促すことがで
きた。

5

参加延べ人数


